








国際化関連

■共通の成果指標と達成⽬標

３．取組内容の進捗状況（平成２７年度）

●国際共同学位プログラムの設計

●オンライン教育プラットフォーム（edX）への加盟と配信開始

ガバナンス改⾰関連

教育改⾰関連

・ジョイントディグリー（JD）の実現に向け、試⾏的な共同教育プログラムの構築を進めた。豪モナシュ⼤学および韓国
⾼麗⼤学を訪問し、学⽣の滞在期間、科⽬履修および単位数、研究指導の割合、共著論⽂執筆の要件などの具体的な教育
プログラムの設計を開始した。

・edXに加盟し、全編英語によるオンライン講座の配信を開始した。授業のオンライン
配信によって、本学への留学を志す外国⼈学⽣への動機づけや国際ネットワーク構築
の⼀助となることが期待できる。

●新たなダブルディグリー（DD）プログラムの構築
・⽶国GLCA/ACM（五⼤湖・中⻄部私⽴⼤学連盟）とのDD協定に基づき学⽣募集を開

始し、本学からの派遣学⽣の募集を準備した。

●戦略的教員増に係る⼈事枠の配分
・10年間で160⼈の教員増と外国⼈教員増を⽬論んだ「今後の教育、教員制度および教員採⽤に関する⽅針」を策定した。

各学術院から提案された教育改⾰および教員採⽤計画を⼤学執⾏部が評価し、戦略的な教員増に係る⼈事枠の配分を決定
した。また、当該⼈事枠を活⽤して「卓越研究員」ポストも設定し、中⻑期的な若⼿教員採⽤計画も始動させた。

●FDプログラムの実施
・英語学位コース増設を⾒据えた授業数の拡充と国際通⽤性のある質の⾼い教授法の取

得を⽬的として、ワシントン⼤学から講師を招聘し本学で夏季FDプログラム（半⽇
コース、アクティブラーニング模擬授業参観）を実施した。また、約２週間のFDプロ
グラムとして、⽶国GLCA/ACM・ワシントン⼤学に教員を派遣した。

●事務職員の⾼度化
・様々な国際業務の増加を⾒据え事務職員7名を海外協定⼤学に派遣し、語学の研修と共に、留学⽣獲得や国際展開に関す

る実務を経験させた。また、事務職員9名がフィリピン・デラサール⼤学附属機関での研修に参加し、実践的な語学⼒向
上を図った。

●⼊試制度改⾰の実施
・政治経済学部では、従来のAO⼊試を「グローバル⼊学試験」として改⾰した。出願資格に海外の⼤学⼊学資格である国

際バカロレアやアビトゥア資格などを明⽰するとともに、出願書類としてTOEFLに加えTOEICやIEL TS(Academic)も認
めるなど、より多様な⼈材の募集に適した⼊試制度に改めた。

・⽂化構想学部・⽂学部・⼈間科学部の三学部で新たな⼊試制度の導⼊（平成29年4⽉⼊学者向け）が決定した。⽂化構想
学部・⽂学部では、英語の外部検定試験を利⽤した⼊試制度「⼀般⼊試（英語4技能テスト利⽤型）」（仮称）を、⼈間
科学部では「公募制学校推薦⼊試（FACT選抜）」を新たに実施する。

●ラーニングコモンズの拡充
・多様な学修形態に対応するための「ラーニングコモンズ」（W Space）を整備・拡充し、

早稲⽥キャンパス2箇所において11⽉から供⽤を開始した。

WasedaX

Summer FDプログラム

W Space

●SGU実⾏会議による全学的な改⾰促進
・本補助事業の推進運営⺟体である「SGU実⾏会議」を6回開催し、先⾏モデル拠点や各部署の事業計画・予算配分・実績

報告・評価などを協議・決定しPDCAサイクル管理を実⾏した。また、先⾏モデル拠点の責任者を含む「SGU拡⼤実⾏会
議」や学術院⻑を含む「Waseda Vision 150拡⼤推進会議」において、事業の進捗確認やモデル拠点運営のノウハウを
共有し、ジョイントアポントメント(JA)教員に対するスタートアップ経費の提供を決定する等、速やかに現場の声を反映
させた。こうした全学的なSGU推進体制により、柔軟かつ強⼒に制度改⾰を断⾏している。

●⾼⼤接続改⾰実⾏会議の設置
・⼊試改⾰と教育改⾰を統合的に推進し実現するため、教務担当理事を議⻑とする「⾼⼤

接続改⾰実⾏会議」を設置した。今後、⾼⼤接続改⾰の全学的な推進を加速する。

●ジョイントアポイントメント（JA）制度の始動
・⽶国ケース・ウェスタン・リザーブ⼤学とイタリア技術研究所の2名をJA教員として雇⽤することに成功した。JA教員に

は、担当する科⽬の明⽰、スタートアップ経費、研究室割当、⼤学院⽣配置等を実施し、教育研究指導体制を確⽴した。

●IR統合データベースの設計
・学内に分散している教育に関わる種々のデータ（履修カリキュラム、成績、奨学⾦、留学の有無等）を可視化し、⼀元管

理するデータベースの基本設計までを完了した。また、並⾏して導⼊を予定している分析ツールを、学⽣の授業理解度と
相関要因の抽出を例として評価した。



■国際的評価の向上につながる取組

■⼤学独⾃の成果指標と達成⽬標

●科学研究費および外部研究資⾦の受⼊
・科研費の採択件数は前年度の929件から平成27年度は946件と微増した。なお、本学の採択件数１位の細⽬は前年度の

10件から13件へ上昇し、これは国内5番⽬に位置づけられる。
・外部研究資⾦の受⼊額については、前年度とほぼ同額の108億円であった。

●QS Graduate Employability Rankingで世界33位、国内1位
・QS分野別ランキング2016では、100位以内の分野数は3分野であった。⼀⽅、昨年度⼤きく増加した200位以内の分野

数21は前年度と変化なく、本学が当初計画した100位以内18分野のうち16分野が200位以内にはランクインしており、
⽬標達成は⼗分可能と判断している。

・QS Graduate Employability Rankings 2016 において、本学は世界33位、国内1位と⾮常に⾼い結果を得た。これは本
学の企業と連携した取組や学⽣の卒業後の活躍が⾼く評価されたためである。

●中⻑期の研究者受⼊・派遣
・中⻑期の受⼊・派遣研究者数は、受⼊が前年度の789⼈から819⼈へと増加し、派遣が180⼈から177⼈と微減であった。

受⼊・派遣研究者数は、JA制度や海外研究者との博⼠課程学⽣の共同教育研究指導の体制整備とも密接に関係し、さら
にアカデミックレピュテーション向上にも繋がるため、継続的な増加施策を図りたい。

●ワシントン⼤学との「Joint CTLT Project」
・ワシントン⼤学との間で、新しい教授法の開発・実証を⽬的としたジョイントプロジェクトの協定を締結した。両⼤学の

取組を起点として、APRU（環太平洋⼤学連盟）Provost Forumにおいて「Innovations in Teaching and Learning」
プロジェクトを共同提案した。APRU加盟⼤学の副学⻑等に取組をアピールし、プロジェクトの普及と共に教育に関する
ネットワーク構築を図った。

【海外の⼤学との連携の実績(タイプＡのみ)】

●国際ファンドレイジング
・頂新国際集団（台湾）との交流協定の締結（平成19年）により、⻑期間継続した奨学⾦の提供（平成21〜33年度）が

あり、平成27年度は26⼈（累計335⼈）を奨学⽣として採⽤した。

●先⾏モデル拠点を中⼼とした国際発信
・先⾏モデル6拠点は、国内外にて積極的に国際シンポジウムやワークショップを企画・開催し、

国際プレゼンスの向上や⼈的ネットワークの拡充に努めた。学⽣や若⼿研究者は、英語での
発表経験を積み、研究成果を発信すると共に海外の研究者との交流を深めた。

・⼤学ウェブサイトの英語情報を充実させ、⽇英ほぼ同数のニュースを発信し、英⽂ニュースは
年間約450本に上った。Science誌のTGU特集号を活⽤して、副総⻑が本学のTGUの取組を
紹介すると共に理⼯系3モデル拠点の研究内容を世界の科学界・研究者に向けて発信した。 コロンビア⼤学との

国際ワークショップ●バーミンガム⼤学との組織的連携
・国際共同研究を拡⼤するため、英国バーミンガム⼤学との組織的な研究連携を開始した。両校協議の結果、シェイクスピ

ア研究、スポーツ科学、ロボティクス、⾔語学を対象分野とすることで合意に⾄った。シェイクスピア研究に関しては、
School of English, Drama and American & Canadian Studiesと本学坪内博⼠記念演劇博物館・⽂学学術院の間で
MOUを締結し、拠出ファンドや共同研究者を定め連携を開始した。

■その他
●グローバルリーダーからの啓発
・シンポジウム「カルロス・ゴーン、早⼤⽣と“⼈間⼒”を語る」を開催した。

⽇産⾃動⾞㈱CEOカルロス・ゴーン⽒は「現状の捉え⽅・問題提起」の
重要性について⾔及し、参加学⽣約1,000⼈は世界で活躍するリーダーの
信念を知る絶好の機会を得た。

・コロンビア⼤学ドナルド・キーンセンターと⾓⽥柳作記念国際⽇本学研究所との学術交流協定を締結し、教育研究連携を
より活発化させ、研究者および⼤学院⽣の交流を促進した。またバードカレッジ、コロンビア⼤学、シカゴ⼤学との協議
によって平成29年度より⽂学学術院に新設予定の英語学位コースの構想を具体化した（国際⽇本学拠点）。

・最先端機器を⽤いた政治経済学実験室の展開が外国⼈研究者間で評判を呼び、エセックス⼤学による⽇本でのサマース
クールの開講先としての打診があり、承諾し詳細を詰めている（実証政治経済学拠点）。

・平成28年9⽉にスポーツ科学研究科に新設する博⼠後期課程英語学位コースへの⼊学者リクルート活動を実施し、北京⼤
学、台湾師範⼤学、チュラロンコン⼤学等の優秀な学⽣が⼊学を希望している（健康スポーツ科学拠点）。

・デラウェア⼤学からコンピュータサイエンスの権威を招聘し共同指導を実施した。またノースカロライナ⼤学、イタリア
⼯科⼤学、清華⼤学等から著名教員を招聘し博⼠学⽣へのQEを実施した（ICT・ロボット⼯学拠点）。

・ケース・ウェスタン・リザーブ⼤学とイタリア技術研究所よりJAとして教員を雇⽤し、授業や研究指導、セミナーなど
を通して教育⽔準を⾼め、学⽣のグローバルマインドの醸成に寄与した（ナノ・エネルギー拠点）。

・海外⼤学とのJAについてダルムシュタット⼯科⼤学教員と締結が決まり、ピサ⼤学の教員とも交渉が進んでいる。また、
マックスプランク研究所、ハンブルグ⼯科⼤学等から教員を招聘し博⼠学⽣への共同指導を実施した（数物系科学拠点）。



国際化関連

■共通の成果指標と達成⽬標

４．取組内容の進捗状況（平成２8年度）

●国際共同教育プログラムの始動

●英語学位コースの拡充

ガバナンス改⾰関連

教育改⾰関連

・将来のJD実現も視野に⼊れ、海外連携⼤学との国際共同指導の修了者に両⼤学⻑あるいは研究
科⻑名で修了証を授与するジョイントスーパービジョン（JS）プログラムを本学先進理⼯学研
究科とモナシュ⼤学、⾼麗⼤学、ボン⼤学との間にて構築した。平成28年度、本プログラム
で初となる修了⽣3名に修了証が授与された。

・本学スポーツ科学研究科に博⼠後期課程の英語学位コースを正式に設置し、平成28年9⽉より学⽣の受⼊を開始した。
教員がアジアの協定⼤学へ直接訪問して英語学位コースへのリクルート活動を⾏い、優秀な学⽣の獲得につながった。

・本学⽂化構想学部に、英語学位コース（国際⽇本⽂化論プログラム）の設置を決定し、平成29年4⽉⼊学者29名を決定
した。また、平成30年度新設予定の国際⽇本学コース（博⼠後期課程）について、コロンビア⼤学やUCLA、シカゴ⼤
学等の教員の協⼒の下、より具体的な設計を開始した。

●留学プログラムの拡充

●経営戦略本部の開催
・経営戦略本部では、世界⼤学ランキングへの対応や国際化の拡充に必要な要件整理、多様な外国⼈研究者やスタッフの

活⽤など、今後の国際展開に関して議論した。海外有識者からは、⽶国における寄付や助成⾦の獲得、ファンドレイジ
ング促進のための校友との関係構築に関する具体的な取組みや、そのための組織体制についてなどの助⾔を得た。

●語学⼒の向上を⽬指した専⽤棟の始動

・本学理⼯学術院では、平成29年4⽉より博⼠後期課程の数物系科学コースの開設を決定し、4名を選抜し
た。数学・物理学の研究者と情報科学や⼯学応⽤分野の研究者等による異分野協働等を通じて、数学を
キーワードにした既存のディシプリンにとらわれない⾃由な発想と交流の実現、複眼的視野や創造的な
「総合知」の醸成を⽬指し、独⾃の教育プログラムで運営する。

●総⻑室の改組（社会連携課の新設）
・総⻑室を改組して「社会連携課」を設置し、学外からの資⾦導⼊において主導的な役割を担う機能を強化した。社会連

携課では、これまでの寄付⾦獲得やそれに係る情報発信の機能を担いつつ、本学との連携を希望する学外機関に対する
総合窓⼝機能を担い、外部資⾦について学内の適切な対応箇所への橋渡しや、マネジメントを⾏う。

●数物系の博⼠後期課程コースの新設

●クォーター化の全学推進
・平成29年度より全学にて標準適⽤されるクォーター制にスムーズに移⾏するため、「クォーター化推進に向けてのガイ

ド」（夏クォーターを活⽤した短期海外留学促進の周知、留学を理由とする延⻑⽣の授業料の取扱い変更（授業料の軽
減）等）を周知し、教員・学⽣の国際流動性を⾼める制度改⾰を推進した。

●総⻑の補佐機能の強化（Waseda Vision 150 加速化タスクフォース）
・常任理事が綿密に連携して⼤学の重要課題を扱う定例会議のもとで、本学が今後強化すべき分野や教育研究のガバナン

ス機能について議論を重ねた。その機能を教務部⻑を座⻑とするWaseda Vision 150加速化タクスクフォースが引き継
ぎ、総⻑の補佐機能を強化し、教務課、経営企画課、研究戦略センター等が連携して、戦略的かつ意思決定スピードを
早め本事業を含めた全学的な改⾰を推進している。

●Waseda Ocean 構想の加速化と学内普及を図る重点⽀援施策の検討
・SGU実⾏会議を中⼼にWaseda Ocean 構想の加速化と学内波及を図る重点⽀援施策として、これまでの先⾏6モデル拠

点の推進に加えて、⼤学が戦略的に強化する研究分野に対して積極的に⽀援する6つの施策（JA・JD促進⽀援、国際共
同研究指導⽀援、国際シンポジウム⽀援等）を教務部、国際部、研究推進部間にて横断的に討議し、平成29年度からの
運⽤開始を決定した。また、より注⼒すべき国際化⽬標数値に関する検討課題を⾒据え、平成29年度からの本部系部局
によるSGU事業促進策の強化を決定した。

・外国語で議論できる語学⼒修得を⽬指すため、チュートリアル英語・中国語の教室を中⼼に、TOEFL
試験会場にも対応した新たな教室棟（3,975㎡）を整備し、平成29年3⽉から使⽤を開始した。

・本学アジア太平洋研究科とブリュッセル⾃由⼤学との間で、博⼠課程における共同研究指導の修了者の学位記に、両⼤
学にて研究指導を実施した旨を記載するコチュテルプログラムの構築について協議した。平成29年4⽉から双⽅の⼤学
で各1名の交換を⾏い、共同研究指導の開始を決定した。今後ジョイントディグリー（JD）への進展も⽬指す。

●国際共同学位プログラムの設置

新設の語学専⽤棟

・⻑期留学の主要なプログラムである交換留学において、学⽣の派遣先枠が不⾜しているアメリカ地域を中⼼として拡充
を図り、239枠増加（うちアメリカ135枠）し、1,021枠に増加させた。また、短期プログラムでは、留学時期の選択
肢を広げるべく、新⼊⽣を対象として5⽉の⼤型連休を活⽤した異⽂化体験を主眼に置いた短期留学プログラムを継続
実施し、マレーシア・ベトナム・台湾それぞれのプログラム合計で前年度⽐約2倍の学⽣が参加した。

JSプログラム修了⽣



■国際的評価の向上につながる取組

■⼤学独⾃の成果指標と達成⽬標

●科学研究費および外部資⾦の受⼊

●QS分野別⼤学ランキングで9分野が100位以内 スポーツ分野で世界19位、国内1位
・平成29年3⽉発表のQS分野別⼤学ランキングにおいて、昨年の100位以内3分野から9分野へと⼤きく⾶躍した。先⾏モ

デル拠点に関係する分野を中⼼にランクを上げており、特に健康スポーツ科学拠点と結びつきが深い「Sports-related 
Subjects」においては、世界19位、国内1位と⾮常に⾼い評価を得た。モデル拠点における先⾏的かつ積極的な取組みが
外部による評価に着実に結びついている。

●中⻑期の研究者受⼊・派遣
・中⻑期の受⼊・派遣研究者数は、受⼊が前年度の819⼈から839⼈、派遣が177⼈から190⼈とどちらも増加した。受⼊

研究者に関しては申請のためのウェブページや滞在環境の改善を引き続き⾏い、派遣研究者に関しては学内助成制度の広
報強化や制度改善を⾏うなど、受⼊・派遣者数の継続的な増加施策を図っている。

●グローバルアジア研究拠点の新設（7つ⽬のモデル拠点）
・本学が⽬標に掲げる「QS分野別⼤学ランキング18分野100位以内」を達成するため本学の国際戦略において重要である

アジアに⽴脚した「グローバルアジア研究拠点」の新設を決定した。新拠点では、グローバル・ガバナンス、グローバ
ル・ヒストリー、メディア研究の三つを学知創出と教育の⽅法論として、研究成果の発信や政策提⾔を積極的に⾏い、
国際的なレピュテーションの向上を図る。

【海外の⼤学との連携の実績(タイプＡのみ)】

●国際ファンドレイジング
・本学校友課と社会連携課の職員が現地スタッフとともに⽶国⻄海岸の協定校を訪問し、ファンドレイジングのためのヒ

アリング調査を⾏い、現地における本学OBネットワーク形成についての知⾒を得た。

●「Waseda Ocean 構想」における改⾰を発信する国際シンポジウムを開催
・Waseda Ocean構想の中間報告を踏まえた国際シンポジウムを平成29年1⽉に開催した。シンポジ

ウムでは、JA教員雇⽤や国際共同指導のJSプログラムに焦点を当て、連携⼤学であるモナシュ⼤学、
⾼麗⼤学校、ボン⼤学から副学⻑を招聘し、グローバルリーダー育成のためのフレームワークを構
築した戦略を共有した。企業や各国⼤使・⼤使館関係者等からも多数の来場があり、JSプログラム
に参加した学⽣からの活動報告が称賛を得る等、本学の国際的なプレゼンスを⾼めることができた。

●グローバルリーダーからの啓発
・ドイツ連邦共和国ヨアヒム・ガウク⼤統領をお招きし講演会を開催した。⼤統領からは

学⽣に向けて、積極的に世界へ⾶び出し⾃分を豊かにして欲しい等の⾔葉をいただいた。
・本学と国連開発計画（UNDP）にて包括協定を締結した。調印式に先⽴ち開催した、

中満泉（国連事務次⻑補 兼 UNDP総裁補、本学校友）⽒の講演会では、学⽣に向けて
主体的に考え⾏動することの重要性等が語られた。

■その他

・本学とUCLAによる博⼠課程学⽣の相互交換をこれまで以上に活性化させた。本学学⽣が⽶国での国際的な⽇本研究に刺
激を受ける⼀⽅、UCLAの学⽣は本学で各⾃に適した滞在期間で研究を⾏うことを可能にした（国際⽇本学拠点）。

・海外有⼒⼤学と積極的なJA教員の交渉を⾏い、南カリフォルニア⼤学、アリゾナ⼤学等の教員と具体的な交渉を進め、
南カリフォルニア⼤学とは機関同⼠の契約書調整まで進展した（実証政治経済学拠点）。

・QS分野別⼤学ランキングのスポーツ分野世界1位のラフバラ⼤学等の海外有⼒⼤学を訪問し、新たな教育連携について協
議し、タマサート⼤学や台湾国⽴体育⼤学とは協定締結を実現した（健康スポーツ科学拠点）。

・情報通信・ロボティクス分野の有⼒校であるコロンビア⼤学やUCバークレー校、ロチェスター⼤学等を訪問し、博⼠課
程の共同指導・研究連携に向けて、海外ネットワークの構築を協議した（ ICT・ロボット⼯学拠点）。

・JA教員として前年度からの継続2名（ケースウエスタン・リザーブ⼤学（CWRU）、イタリア技術研究所（IIT））と、
新たに3名（ウプサラ⼤学、CWRU、 IIT）を雇⽤し、共同指導を実施した（ナノ・エネルギー拠点）。

・JA教員としてダルムシュタット⼯科⼤学およびピサ⼤学から各1名を雇⽤し、共同指導を実施した。また、インペリアル
カレッジロンドン、ハンブルク⼯科⼤学と共同指導の協定交渉を開始した（数物系科学拠点）。

●QS Graduate Employability Rankings で世界26位、国内1位
・QS Graduate Employability Rankings 2017において、本学は世界26位、国内1位と⾮常に⾼い評価を得た。国内１位

は2年連続である。これは、本学の企業と連携した取組みや卒業⽣の活躍、そして本学のグローバルリーダー育成の教育
が⾼く評価されたためである。

●サマースクールの実施による国際共同指導の実施
・⽇本初の試みであるエセックス⼤学による政治学⽅法論のサマースクールを開催した。エセックス⼤学で実施している

クラスと同内容での統計分析の集中講義・演習を英語にて提供することで、教育の⼤幅な質向上につながった。平成29
年度はクラス数を増設して開催する。

・本学にて百賢教育基⾦（⾹港）の「2016年サマープログラム」を開催した。約130名の百賢奨学⽣を受け⼊れ、本学か
らも奨学⽣15名と学⽣バディ14名が参加し、国際的な共同教育を実施した。

国際シンポジウム

・科研費の採択件数は前年度の946件から平成28年度は982件へと増加した。採択件数１位の細⽬については、⼈⽂社会科
学系を中⼼に6細⽬が３年連続１位を維持している。

・外部研究資⾦の受⼊額については、補助事業の全体規模縮⼩等の影響もあり104億円と前年度を下回った。しかし、科学
研究費や受託共同研究費の収⼊は伸びており、⾃⽴的な研究推進体制の確⽴に必要な間接的経費の増収につながっている。



国際化関連

■共通の成果指標と達成目標

５．取組内容の進捗状況（平成２9年度）

●国際共同教育プログラムの拡⼤

●英語学位コースの拡充（7学部13研究科にて実施）

ガバナンス改⾰関連

教育改⾰関連

・先進理⼯学研究科では、海外⼤学との国際共同指導の修了者に両⼤学⻑名等で修了証を授与するジョイントスーパービ
ジョン（JS）プログラムをモナシュ⼤学、⾼麗⼤学校（理学部）、ボン⼤学に続き、⾼麗⼤学校（⼯学部）及びウプサラ
⼤学と構築した。上述のコチュテルプログラムも含め、国際共同指導による教育の質向上が進展している。

・⽂化構想学部では、平成29年4⽉から「国際⽇本⽂化論プログラム︓JCulP」を開始した（平成29年度⼊学者数42⼈） 。
また⽂学研究科では、平成30年9⽉開設予定の博⼠後期課程「国際⽇本学コース︓Global-J」について、海外の連携⼤学
から招聘した訪問教員とカリキュラムやアドミッションについて具体的な協議を⾏った。

●海外校友（卒業⽣）との連携強化

●改⾰の学内普及を図る重点⽀援施策の開始と7つ⽬のモデル拠点の始動
・モデル拠点にて蓄積したノウハウ等を活⽤し、⼤学が戦略的に強化する分野に対して積極的に⽀援する強化策（ジョイン

トアポイントメント（JA）教員雇⽤、ジョイントディグリー（JD）等の国際共同指導制度の推進、アカデミックリーダー
の招聘、国際シンポジウム開催、ハイ・インパクトジャーナル掲載等の⽀援）の運⽤を開始した。この強化策により、海
外⼤学からのJA教員の雇⽤やノーベル賞受賞者によるシンポジウムの開催等、全学の教育研究における国際化を推進した。

・⼈⽂社会科学系でさらに強化が必要な分野について、学術院横断で構成する7つ⽬のモデル拠点「グローバルアジア研究拠
点」を新設した。同拠点では、科学研究費「新学術領域研究」（研究領域︓和解学の創成）や研究拠点形成事業の採択お
よびSDGs（持続可能な開発⽬標）に係る科⽬新設、海外⼤学との共同プログラムの開催決定等の成果を上げている。

●社会⼈教育「WASEDA NEO」の開設

・教育効果の充実や向上、⾃学⾃修⽀援を⽬的として平成29年度にTA制度を変更し、授業科⽬
の質向上に資する学修⽀援や授業運営に携わる「⾼度授業TA」、および学⽣の⾃学⾃修を⽀
援する「ラーニングアシスタント」等を新設した。⾼度授業TAについては、オンデマンドと
対⾯型の事前研修も導⼊し、希望者には受講認定証を発⾏し学⽣の参画意欲を醸成している。

●経営戦略本部による外部評価の実施
・経営戦略本部におけるスーパーグローバル⼤学創成⽀援事業のアドバイザリーボードにおいて、外部有識者（4名）により

事業開始から3年間の実績に対する中間評価を⾏い、Waseda Ocean 構想の更なる促進を図るべく、国際戦略や教育研究
の先端的な発展に向けた助⾔を得た。

●新たなティーチング・アシスタント（TA）制度の導⼊

●「新思考⼊試」の導⼊
・グローバルな視野と⾼い志を持ち、社会的・⽂化的・学術的に地域へ貢献する意識を持つ学⽣を全国から集めることを⽬

的とする⼊試制度を導⼊した。本制度は、学部での学修に加えて「地域への貢献」をテーマとした全学共通の活動を⾏う
こととしており、⼊学当初の志を⼊学後の学びに繋げる「⾼⼤接続」型の側⾯も持っている。

●財務基盤の強化「Waseda Endowment」の開始
・⼤学経営の基盤強化のために、資⾦運⽤⽅針を⼀部改定し、⼀部の資⾦を「Waseda Endowment」として、これまでよ

り積極的かつ⻑期的な運⽤を開始した。運⽤は慎重かつ段階的に展開し、⼤部分を占める従来からの運⽤はこれまでの投
資⽅針を継続し、⼤学全体のポートフォリオとしてバランスのとれた運⽤を実現していく。

・新たな社会⼈教育事業として⽇本橋キャンパスに「WASEDA NEO」を設置した。WASEDA 
NEOでは、社会⼈向けに近未来の課題に挑戦する「実践的研修プログラム」の提供や、個
⼈・企業間における交流を促進し、イノベーション拠点としての役割を果たしていく。

・アジア太平洋研究科とブリュッセル⾃由⼤学（ULB）の間にて、学位記に両⼤学にて研究指導を実施した旨を記載するコ
チュテルプログラムを合意し、平成29年4⽉から本学に学⽣の受⼊れを開始した。また、情報⽣産システム研究科とワル
シャワ⼯科⼤学の間でも同プログラムを合意し、国際共同学位プログラムが波及・拡⼤した。

●国際共同学位プログラムの開始および拡⼤

・「中国校友会」の第2回総会を昨年度の北京に続き上海で開催し、参加者が250名
に上り、海外校友とのネットワークの強化および拡⼤に⼤きな成果を収めた。また、
総会と併せて本学への進学・修学相談・募⾦活動を⾏う地域交流フォーラムを中国
で初めて開催、約200名が参加した。

WASEDA NEOでの授業の様⼦

中国校友会総会（上海）

●交換留学プログラムの拡充
・交換留学枠の拡⼤を図った結果、27⼤学と新規協定を締結し、71名分の枠を新設、

さらに、グローバルアジア研究拠点が進める⽇中韓のキャンパスアジア・プログラ
ムで50名分の交換枠を新設した。平成29年度の交換留学派遣留学者数は624名で
あり、前年度の529名と⽐べ約18%増加させることができた。



■国際的評価の向上につながる取組

■大学独自の成果指標と達成目標

●科学研究費および外部資⾦の受⼊

●QS分野別⼤学ランキングで８分野が100位以内 政治学分野が50位以内に上昇
・平成30年2⽉発表のQS分野別⼤学ランキングにおいて、8分野が100位以内となった。50位以内は、昨年度より1分野増え

4分野が50位以内に⼊り、特に3分野はモデル拠点と結びつきが深く、拠点の取組みが評価に着実に結びついている。

●中⻑期の研究者受⼊・派遣
・中⻑期の受⼊・派遣研究者数は、受⼊859⼈、派遣174⼈であった。受⼊研究者に関しては研究活動スペースや宿舎の更

なる環境改善により着実な増加につなげ、派遣研究者に関しては学内助成制度の広報強化や制度改善、クォーター制の活
⽤による環境整備を実施するなど、継続して増加施策を図った。

【海外の⼤学との連携の実績(タイプＡのみ)】

●国際ファンドレイジング
・頂新国際集団の⽀援による北京⼤学との共同事業や、カタール政府からの⽀援によるカタール⼤学との共同事業に係る協

議を⾏った。両共同事業ともに、平成30年度より本格的な始動を⽬指している。
・外国⼈学⽣の⽗⺟（海外在住）への寄付アプローチを多⾔語（⽇本語・英語・中国語・韓国語）にて実施した。この取組

みによりアメリカ・中国・韓国・台湾・⾹港・タイ・シンガポール・フィリピン等からの⽀援につながった。

・本学とバーミンガム⼤学は平成28年にMOUを締結し戦略的に共同研究を進め、4件の公的研究資⾦への共同申請実績な
どが出てきている。平成29年10⽉、坪内博⼠記念演劇博物館は、国際⽇本学拠点協⼒の元、同⼤学シェイクスピア研究
所とシンポジウム「蜷川シェイクスピアをめぐって」を在英⽇本⼤使館にて共催した。英国メディアへの発信、劇評家・
役者も参画するプログラム構成に加えて、各種財団・研究機関を訪問し、英国における本学の評価向上に努めた。

●グローバルリーダーからの啓発
・ギニア共和国アルファ・コンデ⼤統領（アフリカ連合議⻑）を迎え、講演会「アフリ

カのチャレンジと⽇本」を開催した。⼤統領からは、アフリカの現状や⽇本の⽀援の
重要性等が語られ、参加者は国家を牽引するリーダーから直接アフリカの状況につい
て知る機会を得た。

・フランス銀⾏フランソワ・ビルロワドガロー総裁を招へいした講演会「欧州が直⾯す
る経済課題への挑戦」では、欧州・国際情勢や国際経済の展望等について⾔及され、
質疑応答では参加した学⽣等との活発な議論が取り交わされた。

■その他

・コロンビア⼤学及びUCLAに加え、南カリフォルニア⼤学（USC）からの訪問教員受⼊れや、スタンフォード⼤学にて本学
教員が講義・研究指導を⾏った。USCの教員は平成30年度JA教員としての雇⽤を決定した。（国際⽇本学拠点）

・ニューヨーク州⽴⼤学ビンガムトン校からJA教員を雇⽤し、国際共同指導により学⽣に質の⾼い教育を提供した。本教員
の平成30年度継続に加え、アリゾナ⼤学及びワシントン⼤学からもJA教員の雇⽤を決定した。（実証政治経済学拠点）

・ドイツ体育⼤学ケルン、ボルドー⼤学、上海体育⼤学とコチュテルプログラムに向けた協定書の整備、3⼤学に加えハンガ
リー体育⼤学、国⽴台湾⼤学とは⼤学院⽣の交換留学に関する覚書締結を進めることとした。（健康スポーツ科学拠点）

・南洋理⼯⼤学やシンガポール⼯科デザイン⼤学の研究者と国際共同指導等を通して本学博⼠課程学⽣との共著論⽂の投稿
を実現した。ウェストミンスター⼤学とは、DDプログラム等含め協議を進め進展させた。（ICT・ロボット⼯学拠点）

・⾼麗⼤学校やウプサラ⼤学とJSプログラムの拡充を図るとともに、モナシュ⼤学、イタリア技術研究所、ケース・ウエス
タン・リザーブ⼤学、バージニア⼯科⼤学からJA教員を雇⽤し、国際教育指導を拡充した。（ナノ・エネルギー拠点）

・ダルムシュタット⼯科⼤学、ピサ⼤学、国⽴台湾師範⼤学、ライス⼤学からのJA教員の雇⽤や、ピサ⼤学とのコチュテル
プログラムの交渉、インペリアルカレッジロンドンとの協定協議を進め、国際共同指導を促進した。（数物系科学拠点）

・ハーバード⼤学と相互訪問を含めた教員・学⽣の共同教育研究に向けて協議を進め、ハーバードエンチン研究所トレーニ
ングプログラムの本学開催の正式許可を得ることができた。（グローバルアジア研究拠点）

●QS Graduate Employability Rankings で世界26位、国内2位
・QS Graduate Employability Rankings 2018において、本学は世界26位、国内2位と⾮常に⾼い評価を得た。「Waseda

Vision 150」におけるグローバルリーダー育成の教育改⾰が、卒業⽣の活躍を通し客観的に評価されている結果といえる。

●海外⼤学のサマースクール開催、Waseda Summer Sessionの拡充
・本学にてエセックス⼤学によるサマースクールを前年度より拡⼤して開催した。エセックス⼤学政治学部で教鞭をとり世

界的に活躍する若⼿政治学者により、⼤学院⽣および学部3〜4年⽣の学⽣に対し、国際⽔準の教育を提供した。
・クォーター制を活⽤して、夏クォーター（６〜7⽉）に学部学⽣向けに語学と教養科⽬を組⼊れた留学⽣受⼊プログラム

「Waseda Summer Session」を開催した（受⼊数154⼈︓13か国70⼤学より参加）。

・平成29年度の科研費の採択件数は964件であった。細⽬別採択件数の機関別1位の件数では昨年度の8細⽬から⼤幅に伸⻑
し、16細⽬がトップとなった。これは国内5位に位置する。また、実績ある⼈⽂社会科学系の細⽬に加え、新たに「数学
解析」が1位となり、モデル拠点での活動が原因となって数字を牽引する結果も顕れてきた。

・外部研究資⾦は、研究事業に関わる補助事業費が増加したため、総額で106億円へと増加した。また、⾃⽴的な研究推進
体制の確⽴に必要な間接経費に関しては昨年度と同額の受⼊に成功している。

●バーミンガム⼤学との戦略的な連携
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